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民泊ビジネス躍進の背景

外国人観光客の急増外国人観光客の急増

宿泊施設の逼迫宿泊施設の逼迫 空き家の増加空き家の増加

（万人）
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民泊サービスとは

住宅（戸建住宅やマ
ンションなどの共同
住宅等）の全部又は
一部を活用して、旅
行者等に宿泊サービ
スを提供するもの。

ここ数年、インター
ネットを通じて空き
室を短期で貸したい
人と宿泊を希望する
旅行者とをマッチン
グするビジネスが世
界各国で展開。日本
でも急速に普及。

無許可の旅館業？

無許可の旅館業？

無断で転貸？

無断で転貸？

管理規約に違反？

管理規約に違反？

所得の申告は？
所得の申告は？

テロリストの潜伏？

テロリストの潜伏？
感染症のまん延？

感染症のまん延？地域住民とのトラブル？

地域住民とのトラブル？



規制緩和の状況

旅館業施行令
客室延床面積基準の緩和（H28.4.1施行）
【改正前】
延床面積33㎡以上
【改正後】
収容定員10人未満の場合は、収容定員×3.3㎡以上

衛生管理要領
玄関帳場の設置を要しない（H28.4.1施行）
（宿泊者数を10人未満とする場合で、宿泊者の本人確認や
緊急時の対応体制など一定の管理体制が確保されること
が条件）



取組の目的

無許可営業施設への迅速指導

民泊関係行政機関等による効果的な
監視体制の構築

生活衛生上の危害の未然防止



取組内容

１ 無許可営業施設の積極的な探索

２ 共通パンフレットの作成

３ 国際交流協会等へのパンフレット配布

４ 警察との情報共有



１ 無許可営業施設の積極的な探索

仲介サイトの登場 → 積極的な探知が可能に！

Airbnb等の仲介サイトの閲覧

掲載写真に写っている施設外観、周辺の風景等を
頼りにGoogle Earth, Streetview等を活用し、所在
地を推定

掲載から１週間以内での現地確認・指導

不在時には不在票（法違反を指摘し、連絡を求める
内容の文書）を残置

これまでの無許可施設の探知手法

利用者や周辺住民からの苦情。同業者からのタレコミ。
→待ちの姿勢とならざるを得なかった。



不在票
英語版の説明文書も用意



２ 共通パンフレットの作成

従来、法令所管部署が個々に
作成

関係法令を１ペーパーで概説
し、それぞれの所管部署の連
絡先を記載することで、詳細な
相談は各窓口に誘導。

メリット
・１ストップで関係法令を確認
可能
→安易に考えていた者は即時
断念
→本気で営業したい者は許可
取得まで手続きの内容を大ま
かに把握できる



３ 国際交流協会等への
パンフレット配布

平成28年４月～10月末までに15件の無

許可施設を発見。

うち４件は、外国人。

作成したパンフレットを提供し、注意喚起
を依頼。



４ 警察との情報共有

富士警察署、富士宮警察署 警備課担当者が
来所。（４月）

富士山世界遺産登録や東京オリンピック、伊勢
志摩サミットの開催などを背景に、訪日外国人
が増加。→テロ、ゲリラ等の発生が懸念。

宿泊者名簿の管理の徹底を指導するよう依頼
があった。

さらに無許可施設への対応について、協同して
対応することを確認した。



今後の展望

民泊新法の制定（H29年度中の施行？）
旅館業法の特定法？
届出制？
営業日数制限？

旅館業法の規制緩和も？

規制環境の変化を注視しながら、適確な指導と情報
提供に取り組んでいく。


